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17:00～19:00
開 催

(金)

第１回

参加費
単月参加 10,000円/回(税別)
※上記金額は1名分の料金です。
参加費につきましては、お申込み後請求書を
送付させて頂きます。

テーマ “これからの薬局経営のゴールデンルール”

TKP博多駅前シティセンター カンファレンスルーム6

(福岡市博多区博多駅前3-2-1 日本生命博多駅前ビル8F）

17：00～19：00

株式会社 Kaeマネジメント

会 場

主 催

時 間 定 員 20名

調剤報酬改定まで半年のカウントダウンが始まります。すべては12月に発表される改定率が出てみないとわか
らないことではありますが、多くの薬局にとって地域支援体制加算の算定要件がどうなるのかが気になるところ
です。2022年は団塊の世代が75歳入りを始める「2022年危機」と呼ばれる年です。新型コロナウイルス感染症
対策の影響もあり、来年度予算は現時点で過去最高になると言われています。歳入(税収)がなければ、国債が増
えるだけになります。どこを削らなくてはいけないのか、その一つが社会保障費と言われています。

2020年度改定は対人業務への評価がされましたが、いわゆるマイナー改定の年度となりました。「対人業務
を評価しても、薬局運営に繋がらなければ取り組む薬局はいない」このように指摘された7月の中医協キックオ
フ。大手調剤チェーンは敷地内薬局やM&Aと薄利多売モデルに移行する中、「調剤基本料１」の薬局のあり方が
問われています。

8月から始まった地域連携薬局はコロナ禍の影響もあるのか、全国で600軒ほどに留まっています。2025年
「全ての薬局がかかりつけ」という薬局ビジョンに対して、残された改定はあと2回となります。2022年下半期
の薬局経営研究会では、頻度が増す調剤報酬改定の議論をリアルタイムにお伝えしつつ、考えうる対応を皆さん
と一緒に考えていきたいと思います。情報は連続性があり、トレンドをいち早くつかんだ薬局に、準備に取り組
むための余力を作ってくれます。いまだ続くコロナウイルス感染症ではありますが、出来る限りリアル研修を前
提としてご案内をさせて頂きます。(国の要請が出た場合には、オンラインによる開催へ切り替えます)

大阪、広島と開催している薬局経営研究会ですが、福岡会場は2か月に１度の開催となります。それだけにお
伝えしたい情報は多くあります。

2時間という短い時間、だけどもとても濃い時間。薬局経営を真剣に考える時間をご提供します。



お問い合わせ
株式会社Kaeマネジメント
連絡先 TEL:03-5829-6659 E-mail :seminar@kae-management.com

お申込み 「薬局経営研究会in福岡」 FAX 03-5829-6679

氏名

貴社名

ご住所 〒

電話番号

連絡先E-mail

参加日程 □ 10月２２日

懇親会参加 懇親会の開催は自粛いたします。

駒形 公大
株式会社Ｋａｅマネジメント
代表取締役
2025年戦略推進本部長

大学卒業後、ベンチャーキャピタルに入社。社長秘書
として新規事業立ち上げ支援などに従事。2010年に
㈱Kaeマネジメントに入社。医薬品価格交渉や、財務
コンサルティングを担当。中小企業の再生支援に従事。
2012年より政策担当として、厚生労働省や各政策審
議会等を傍聴。業界紙等には掲載されない生の情報を
提供。独自の戦略構築により、基本料特例解除など多
数達成。大手チェーン薬局幹部や、介護関係者、医師
と幅広いい人脈を持ち精力的に活動をする。Kaeの情
報はココから始まる。2020年４月より代表取締役。

NPO法人金融検定協会認定
中小企業事業再生マネージャー

研究会開催日

第1回 １０月２２日 (金)

第２回 １２月１７日 (金)

第３回 ２月１８日 (金)

※福岡会場の開催は、隔月を予定しており

ます。今後お申込状況、参加者のご意向を

確認した上で、毎月開催を検討をしたいと

思います。

参加者募集

業界の変化を理解し、旧態依然からの脱皮が必要です。

いよいよ九州にも大手ドラッグストアの進出が始まりました。今年４～6月の間に全国で調剤併設店
舗は200店舗以上開局しています。全国チェーンが目指す、最後のブルーオーシャンが九州であること
にお気づきですか？ドラッグストアの売上増進には大きく処方箋売上が寄与しています。大手調剤
チェーンはM&A、敷地内戦略に特化し売上を伸ばす中、ドラッグストアは地域処方箋を獲得することで
売上を大きく伸ばしています。九州の史上が大きく変わろうとしていることに気が付かなければいけま
せん。

60,000軒全ての薬局が等しく平等な機能を有しているかというとそうではありません。本年度改定
のキーポイントは「対物薬局」をどうするのかということです。新しく始まった薬局機能制度を見直し。
改めて自店舗の有している機能と取組を考えていくことが必要です。

tel:03-5829-6659

